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（ポイント） 

本稿の目的は、近年のベトナム経済が、対内直接投資（FDI）の流入や足元の新型コロナウ

イルス感染症の流行によってどのように影響を受けているのかを、地域ごとの経済状況や所

得格差の観点から分析することである。 

調査の結果、FDI流入額は地域によって大きく偏りが見られ、地域ごとの企業数といった経

済状況に差が生まれていること、他方で、地域間の所得格差の拡大傾向は見られないことが

確認された。その理由として、ベトナムでは格差拡大の要因となる技術発展が起きていない

こと、新型コロナウイルスの影響からの回復は低所得層が多いと考えられる農村部の方が早

かったことが考えられる。 

本稿の調査では、ベトナム統計総局が発表するデータを採用し、地域別の FDI 流入額、企

業数、ジニ係数の状況等から、所得格差など各地域の経済状況を見た。加えて、新型コロナ

ウイルス感染症の流行が、ベトナムの各地域経済にどのような影響を与えているかを分析す

るため、ベトナム社会政策銀行（以下、VBSPという。）の協力を得てアンケート調査を実施し

ており、その結果を踏まえた内容となっている。 

 

１．はじめに 

2000 年以降、堅調な成長を続けるベトナム経済の原動力の一つは、輸出であるとされている。

輸出の名目 GDP に対する割合は 2020 年において約 106％となっており、ベトナムは ASEAN10 カ

国の中でシンガポール（約 176％）に次いで、輸出依存度の高い経済となっている 1。好調な輸出

の中心にあるのは、ベトナム向け対内直接投資（以下、FDI という。）によって進出してきた外資

系企業である。 
ベトナム統計総局（GSO）によれば、ベトナム向け FDI 累積額は、直近 20 年間でおよそ 10 倍

となった。FDI により先進国企業が途上国に進出すると、国内企業は技術発展の機会を獲得し、
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国内経済の発展に寄与するとされる。しかし、現在のベトナムに目を向けると、国内企業の輸出

額は伸び悩んでおり、加えて、原材料等の地場企業からの調達率の低さが指摘されている 2。ベト

ナム企業の多くは輸出に参加できるだけの技術を未だ獲得しておらず、輸出から切り離されてい

る。そのため、好調な輸出によって得られた利益は、直接投資によって外資企業が進出した国内

の一部地域に限定されており、地域間の経済格差が広がっているのではないかと推測される。 
 現在のベトナム同様に、FDI を一つの要因として成長を遂げた中国について、中兼（2012）は、

その経済成長の過程にて、外資の導入が地域格差の形成・拡大の一大要因になったと論じている。

直接投資を行う外資系企業は、まず、労働力が確保でき、インフラが整っている地域に進出する。

そして、直接投資によって成長した地域は労働力の質が向上し、外資企業は同地域にさらに進出

するため、産業の集積が進む。この繰り返しが発生するため、FDI のストック残高は、地域によっ

て大きく差が開くこととなる。 
本稿では、2000 年以降のベトナム向け FDI の状況及びそれがベトナム経済に与えた影響を、地

域ごとにみるとともに、足元の新型コロナウイルス感染症の流行状況が、FDI 等によってもたら

された地域間の経済格差に対してどのような影響を与えているのかについて調査を行った。加え

て、新型コロナウイルス感染症の流行が、ベトナムの地域経済、特に中小企業・小規模事業者等

（以下、MSME）に与えた影響を把握するため、ベトナムの政府系金融機関である VBSP に協力

を依頼し、ベトナムの MSME の景況感を問うアンケート調査を行った。 

 

２．FDIがベトナムの地域経済に与える影響 

本節では、ベトナムの経済状況を分析するため、FDI がベトナム経済に与えてきた影響を概観

する。 
（1）ベトナム向け FDI 及び輸出の状況 
  近年、ベトナムは ASEAN の中でも特に成長が著しく、2018 年と 2019 年の実質 GDP 成長率

は 7%を上回っていた。新型コロナ禍における 2020 年も、EU との間で自由貿易協定

（EVFTA）を発効するなど、輸出の後押しを得ながら、ASEAN5 の中では唯一プラスとなる

2.9％の成長を維持した。 
図表１ 実質 GDP 成長率の推移 

 
（出所）IMF(2022)より筆者作成。2021 年の値は、見込み値。 

 
2 JETRO(2020）「海外進出日系企業実態調査（アジア・オセアニア編）」によれば、ベトナムの回答企業が行って

いる原材料・部品の調達のうち、地場企業からの調達の割合は 39.4％。これは、同調査で 10 社以上から回答が

得られた 17 か国のうち 2 番目に低い水準。 
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輸出の中心的役割を果たしているのは、韓国等から進出してきた外資系企業である。ベトナ

ムでは、2000 年頃から、工業団地の建設や法制度の策定によって政府主導で外国企業の受入態

勢の整備が進み、2007 年の WTO 加盟実現を契機として、FDI 流入量が増加した。足元では、

周辺国と比較して、安価な労働力と従業員の質の高さ 3、そして政治的な安定性等が評価 4され、

FDI を継続的に獲得している。そして、その FDI の増加を背景として、ベトナムへと進出した

外資系企業が輸出を大きく伸ばしている状況にある。 
図表２（対内直接投資と所有形態別輸出額の推移）のとおり、2007 年を過ぎた頃から FDI流

入額及び FDI セクターの輸出額の伸びが大きくなっている。2000 年においては国内セクターの

輸出額が、FDI セクターを上回っていたが、その後 FDI セクターが逆転し、2020 年では国内セ

クターの約 2.5 倍となっている。ベトナムの稼働企業数は、2019 年で約 67 万社あり、外資企業

（外資及び内資との合弁企業を含む）は、そのうちの約 3％の 1.9 万社にすぎない。そのため、

内資企業 1 社あたりが輸出に直接貢献している額は、外資企業 1 社あたりが輸出に貢献してい

る額に比べると極めて小さい。また、ベトナムでは、国内の付加価値輸出の国民経済への貢献

は、ASEAN 平均の 33％に対して、12％と小さい 5。これらの点から、輸出が好調であることに

よってベトナム国内セクターが得ている利益は、限定的であると考えられる。 

 
図表２ 対内直接投資と所有形態別輸出額の推移 

 
（出所）みずほ総研(2017)、ベトナム統計総局(GSO) より筆者作成。左軸が輸出額、右軸が FDI 流入額。 

 

（2）FDI がベトナム経済に与える影響 
FDI がベトナムにもたらした経済的な影響について、Tran（2005）は、FDI によってもたらさ

れた税収がセーフティネットの構築や地方のインフラ整備に使われることによって農村部の貧

困を削減したこと、また、Quynh et al.(2021)は、①ベトナムにおける FDI が、高いスキルを要求

 
3 JETRO(2021c）   
4 PCI(2021）  
5 国際機関日本 ASEAN センター(2020) 
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しない製造業、加工業等の労働集約型産業に集中し、貧困層の雇用と所得の創出に貢献してい

ること、②FDI 企業に雇用された労働者がその後地元に戻り、FDI 企業が持つ知識やスキルが地

方へ波及した結果、地域の労働が高度化し所得の増加をもたらしたこと、等を挙げている。 
一方で、中兼（2012）は中国に関する研究の中で、FDI は一部地域への産業集積をもたらし、

地域間の格差を拡大すると論じている。ベトナムの６つの地域 6ごとの、直接投資金額（認可ベ

ース）の推移を示したものが、図表３となる。FDI 流入額は地域によって大きく差が開いてい

る。ハノイを中心とする紅河デルタやホーチミンなどの南東部が多くの FDI を呼び込んでいる

一方で、北部内陸・山間地域、中部高原及びメコン川デルタ地域では、FDI 流入額は少ない状況

にある。南東部の累積 FDI 流入額は 2005 年において中部高原地域の約 35 倍であったが、2020

年には約 148 倍となっており、地域間での FDI 流入額の差は拡大する傾向にある。 
次に、各地域の企業数を見る。直接投資によって、各地域の中心となる外資企業が進出すれ

ば、周辺にサービス業等の取引企業が集積し 7、域内の企業数が増加すると考えられる。地域ご

との企業数（国内企業及び外資企業の合計 8）の推移を示したものが図表４となる。企業数につ

いて、図表３の FDI の流入額の推移と比較すると、概ね両者の推移には正の相関があり、企業

の集積などにより発展した地域に直接投資が行われ、更に企業が集積していくという循環が発

生していると見られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
6 本レポートでは、ベトナムを 6 つの地域に分けて分析している。それぞれの地域及び構成する省・市は次のと

おり。①紅河デルタ（ハノイ（併合されたハタイ含む）、ヴィンフック、バクニン、クアンニン、ハイズオン、

ハイフォン、フンイェン、タイビン、ハナム、ナムディン及びニンビン）、②北部内陸・山間地域（ハザン、カ

オバン、バクカン、トゥイェンクアン、ラオカイ、イェンバイ、タイグエン、ランソン、バクザン、フートー、

ディエンビェン、ライチャウ、ソンラ及びホアビン）、③北中部・中部沿岸地域（タインホア、ゲアン、ハティ

ン、クアンビン、クアンチ、トゥアティエンフエ、ダナン、クアンナム、クアンガイ、ビンディン、フーイェ

ン、カインホア、ニントゥアン及びビントゥアン）④中部高原（コントゥム、ザーライ、ダクラク、ダクノン及

びラムドン）、⑤南東部（ビンフック、タイニン、ビンズン、ドンナイ、ホーチミン及びバリア・ヴンタウ）⑥

メコン川デルタ（ロンアン、ドンタップ、ティエンザン、ベンチェ、アンザン、カントー、ヴィンロン、チャヴ

ィン、キエンザン、ハウザン、ソクチャン、バクリュウ及びカマウ）。 
7 GSO によれば 2005 年から 2020 年にかけてベトナムの全企業数は、約 11 万社から約 81 万社に増加。2020 年

時点の業種ごとの構成割合は、サービス業 32.5％(25.6％)、卸・小売業（バイク等の修繕業含む）34.3％
(38.6％)、製造業・鉱工業 17.2％(21.2％)、建設業 14.7％(12.4％)、農林水産業 1.4％(2.1％)となっており、サービ

ス業の増加割合が大きい（括弧内は、2005 年時点の業種ごとの構成割合）。 
8 2000 年から 2019 年にかけて、ベトナムの稼働企業数のうち、国内企業は約 4 万社から約 67 万社、外資企業

（国内企業との合弁含む）は約 2 千社から 1 万 9 千社に増加している。 
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図表３ 地域ごとの累積 FDI 流入額の推移     図表４ 地域ごとの稼働企業数の推移 

 
（出所）図表３及び４ともに、ベトナム統計総局（GSO）より筆者作成。 

 
また、企業当たりの売上高も地域ごとに差が出ている（図表５）。各地域ともに企業あたりの

売上高は伸びてきており、特に、北部内陸・山間地域においては、2013 年頃に、大きく一企業

当たりの売上高が増加している。この背景には、同時期に韓国のサムスンが大型工場を同地域

内のタイグエン省に建設したことがある。その後も一企業当たりの売上高が上昇していること

から、サムスンの進出により域内の既存企業の売上が伸びたこと、あるいは同地域に売上高の

高い企業が誕生していることが推測される。北部内陸・山間地域や紅河デルタの企業あたり売

上高が大きく伸びている一方で、ホーチミンが位置する南東部やダナン等の北中部・中部沿岸

地域では、FDI 流入額こそ大きいものの、企業あたりの売上高が大きく伸びているわけではな

い。南東部については、FDI によってもたらされている企業の多くが繊維産業等の加工業であ

り、紅河デルタ地域に多く進出している精密機械や電子機器製造業に比べ売上が小さいと考え

られること、北中部・中部沿岸地域については、FDI の投資先が発電所等のインフラ産業やリ

ゾート施設であり、売上の規模が北部の工業地帯と比べ大きくないことが要因と考えられる 9。 

 
図表５ 各地域の一企業当たり売上高の推移 

 
（出所）ベトナム統計総局（GSO） より筆者作成。一企業当たり売上高は、各地域の総売上高÷企業数で計算。 

 
9 JETRO(2021d)は、世界貿易投資動向シリーズ（ベトナム）について、2010 年版から 2021 年版を集計し、各地

域における主要な FDI の内容を参照した。 
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本節では最後に、ここまで見てきたような直接投資によってもたらされた各地域の産業の発

展が、地域間の経済格差にどのような影響をもたらしているかを確認する。ベトナム統計総局

は、ジニ係数を発表している。これを見ると、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大が起

きる前の 2019 年までは、ベトナム全体のジニ係数は横ばい若しくは低下の傾向にあり（図表

６）、FDI 流入額の地域間格差が生じている中で、全体として所得格差が広がったことは確認さ

れない。IMF（2007）は、グローバル化の進展による所得格差発生の主因を「技術進歩」として

いるが、ベトナムにおいては、最大の FDI 投資先である南東部の FDI が低技能の労働集約産業

中心であること等から、企業の集積が進みながらも技術進歩が発生しておらず、明らかな所得

格差の拡大には結びついていない状況が見える。 
一方で、農村部のジニ係数は、2019 年までは緩やかな上昇傾向にあった 10。荒神（2019）は、

ベトナムにおける農村内格差を異なる地域間での格差と同一地域内での格差の２点から捉えて

いる。まず、異なる地域間での格差は各地域の栽培作物の違いや非農業部門の発展度合いによ

って規定されるとし、同一地域内での格差は、農地保有規模を要因とした格差、非農業所得の

大きさを要因とした格差の二つがあると述べている。また、地域ごとのジニ係数を見ると、多

くの地域では 2019 年まではジニ係数は低下傾向にあるが、北部内陸・山間地域及び中部高原地

域では上昇傾向にある。両地域は、ベトナムの少数民族が多い農村地域であり、前述のとおり、

農地保有規模や非農業所得の発展により格差が広がっている可能性が考えられる。加えて、北

部内陸・山間地域で格差が拡大している要因としては、同地域に属するタイグエン省等に対す

る韓国企業サムスンの大型の直接投資によって、高賃金を獲得できる雇用機会が増加し、その

機会をうまく捉えられなかった人々との間で賃金・所得格差が生まれていることが考えられる。

また、FDI 流入額が最も少ない中部高原地域では、FDI をきっかけとした技術発展は生まれてい

ないが、南東部に隣接したダクノン省、ラムドン省の所得が高くなっていることから、隣接す

る南東部の経済圏に参加できている人々とそうでない人々との間で所得格差が生まれているこ

とが考えられる。 
 

図表６ ベトナム全体・都市・農村のジニ係数の推移   図表７ 地域別のジニ係数の推移 

 
 
 

 
 
 
 
 
（出所）図表６及び７ともにベトナム統計総局（GSO） より筆者作成。 

 
10 2020 年には、農村部をはじめいずれの地域でもジニ係数が低下しているが、これは GSO によれば、新型コロ

ナウイルスの影響によって、高所得者の所得が大きく減少したことによるとされている。 

0.3

0.35

0.4

0.45

2008 2010 2012 2014 2016 2018 2019 2020

全体 都市部 農村部

0.25

0.3

0.35

0.4

0.45

2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020
北部内陸・山間 紅河デルタ
北中部・中部沿岸 中部高原
南東部 メコン川デルタ

（年）
（年） 



 
 

 
 財務総研リサーチ・ペーパー 2021 年 5 月 23 日（No.22-RP-01）         p. 7 

 

省ごとの、FDI 流入額の増加額と所得の増加額の相関を見ると、図表８のとおり、一人当たり

の FDI 流入額と所得の増加額にはやや強い相関関係が見られた 11。他方、FDIの流入額が小さい、

あるいはほとんどない多くの地域においても、所得は増加しており、このように、全体としてベ

トナムの所得が増加したことによって、全体の格差が縮小している可能性が考えられる。 
 

図表８ 省ごとの一人当たり FDI 流入額と一人当たり月次所得の増加額の関係 

 
（出所）ベトナム統計総局（GSO）  より筆者作成。 
（注）横軸が、2006 年から 2020 年にかけての省ごとの一人当たり FDI 流入額（認可ベース）。縦軸が、2006 年か

ら 2020 年にかけての省ごとの一人当たり平均月次所得の増加額。 
 

３．コロナ禍におけるベトナム各地域の経済状況 

 前節では、2000 年代以降、FDI がベトナムの地域経済に与えた影響を概観し、地域間の経済格

差や所得格差との関係を整理した。しかし、足元の経済状況は新型コロナウイルス感染症の流行

によって大きく変化しており、IMF は、コロナ禍が、発展途上国において所得格差を拡大させる

可能性を指摘している 12。 
本節では、新型コロナウイルス感染症のベトナムにおける流行状況を見た上で、ベトナム各地

域の経済状況への影響を分析する。財務総合政策研究所（以下、財務総研）では、コロナ禍にお

けるベトナムの MSME の状況を調査するため、VBSP13の協力を得て、アンケート調査を行った。

同調査では全国 63 支店の融資担当者に対して、各地域の第一次産業、第二次産業及び第三次産業

における「景況感」と「資金需要動向」、そして「破産・不良債権の状況」についての回答を依頼

した 14。 

 
11 両者の相関係数は、0.53352 とやや強い相関である。なお、外れ値（右端の点、バリア・ヴンタウ省）を除い

た場合、相関係数は、0.61276 となる。 
12 IMF(2020)  
132002 年に設立された全額政府出資の政策金融機関。中小企業・小規模事業者向けの融資に加え、貧困者や低所

得者に対するマイクロファイナンス等を実施している。貧困の減少、社会の安定の実現を事業目的として掲げて

おり、業務内容は融資業務、預金業務、送金業務等である。主な融資先は貧困世帯(48.9% )、水供給・衛星事業

者(16.9%）、雇用創出事業者(10.5%)、不遇学生(5.3%)、等で、国内に 63 支店、631 の地方取引所を設けている

(VBSP(2020)）。  
14 当アンケート調査は VBSP の全国 63 支店の融資担当者を対象に、2021 年 6 月下旬に依頼。2 週間程度で回答

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

-5 0 5 10 15 20 25

 

（千ドン） 

（千米ドル） 



 
 

 
 財務総研リサーチ・ペーパー 2021 年 5 月 23 日（No.22-RP-01）         p. 8 

 

（1）ベトナムにおける新型コロナウイルス感染症の流行状況 
ベトナムでは、2020 年 1 月 23 日に国内初の感染者が発表された。以降、政府による厳格な

制限措置によって新規感染者の封じ込めに成功し、1 日あたりの感染者数は一桁の日が続いた。

その後の同国は、2020 年 7 月下旬にダナンを中心に発生した第 2 波、2021 年 1 月下旬に北部ハ

イズオン省とクアンニン省の市中感染から発生した第 3 波により感染者が増加したものの、こ

の第 2 波と第 3 波は 1 ヵ月程度で収束した。他方、2021 年 4 月からの第 4 波は、感染力の強い

デルタ株が中心とされ、7 月以降の感染者は月間 10 万人を超えた。これに対し、政府は厳しい

ロックダウン等を実施してきたが、11 月末時点において収束していない（図表９）。 
 

図表９ ベトナムの月別の新規感染者数推移（2021 年 11 月 23 日時点） 

 
（出所）OCHA（元データは米ジョンズ・ホプキンズ大学）より筆者作成。 
 

（2）アンケート調査結果 
① 景況感 

2021 年 7 月時点で前年と比較したデータでは、全ての地域のいずれの産業分野からも、景

況感が悪化しているとの回答はなく、回復途中又はすでにコロナ禍以前の水準にまで回復し

ているとの回答が過半を占めた。このことから、2021 年 7 月に本格化する第 4 波の到来まで

は、特に地域によっての大きな差もなく、ベトナムの MSMEの業績は回復に向かっていたこ

とが窺える。これは、ベトナムが感染症の押さえ込みに成功したことで、他国と比べ経済が

早期に回復へ向かっていたとされる状況と一致する 15。ベトナム経済の中心とされる紅河デ

ルタ及び南東部以外の地域では、すでにコロナ禍以前の水準まで回復したという割合が他の

選択肢と比べて高い。VBSP が支援している個人事業者や小規模事業者等については、農村

部・郊外の地域において経済の回復がより早かったこと、あるいは新型コロナウイルス感染

症の流行が事業者の業績に与える影響が小さかった様子が窺える 16。  

 

 
を得たことから、結果は 2021 年 7 月上旬頃の状況を表しているものと考えられる。 
15 JETRO(2021a) 
16 GSO によれば、2019 年、2020 年、2021 年上半期の産業ごとの実質 GDP 成長率はそれぞれ、第一次産業で、

2.0％、2.7％、3.8％、第二次産業では、8.9％、4.0％、8.4％、第三次産業では 7.3%、2.3％、4.0％となっており、

第一次産業のみ、新型コロナウイルス流行前から、成長率が低下していない。 
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図表 10 中小企業・小規模事業者と世帯・個人事業者の景況感（対前年比） 

 第一次産業（農林水産漁業） 第二次産業（製造・加工業） 第三次産業（サービス業） 

  悪化 不変 回復中 

流行前 

水準に 

回復 

悪化 不変 回復中 

流行前 

水準に 

回復 

悪化 不変 回復中 

流行前 

水準に 

回復 

北部内陸・山間地域 0.0% 35.7% 14.3% 50.0% 0.0% 35.7% 14.3% 50.0% 0.0% 35.7% 14.3% 50.0% 

紅河デルタ 0.0% 18.2% 45.5% 36.4% 0.0% 18.2% 45.5% 36.4% 0.0% 18.2% 45.5% 36.4% 

北中部・中部沿岸地域 0.0% 23.1% 38.5% 38.5% 0.0% 15.4% 46.2% 38.5% 0.0% 15.4% 46.2% 38.5% 

中部高原 0.0% 40.0% 20.0% 40.0% 0.0% 40.0% 20.0% 40.0% 0.0% 40.0% 20.0% 40.0% 

南東部 0.0% 0.0% 83.3% 16.7% 0.0% 0.0% 83.3% 16.7% 0.0% 0.0% 83.3% 16.7% 

メコン川デルタ 0.0% 0.0% 38.5% 61.5% 0.0% 0.0% 38.5% 61.5% 0.0% 0.0% 38.5% 61.5% 

総計 0.0% 19.4% 37.1% 43.5% 0.0% 17.7% 38.7% 43.5% 0.0% 17.7% 38.7% 43.5% 

（出所）アンケート調査結果に基づき筆者作成。  

 

② 資金需要 
資金需要の変化についての設問では、多くの地域で前年と比べて増加又は不変との回答が

大半を占め、資金需要は増加側に偏っていた。また、アンケート調査では、資金需要が増加

しているとの回答を得た場合、その理由についても回答を求めており、紅河デルタや南東部

では、「減収の補填」が理由の多くを占めたのに対し、その他の地域では、「増収（設備投資

や追加雇用のための融資）」が多くの理由を占めた。この背景の一つとして、紅河デルタや南

東部のような都市部においてサービス業等に従事していた者が、農村部へと帰郷し、人件費

や設備投資を使途とする追加の資金が必要となったことが考えられる 17。 

なお、VBSP は、2021 年 7 月に、雇用者向けに 7 兆 5 千億ドン（約 370 億円）の融資を行

うことを発表しており 18、当該融資に関する相談が増加した可能性も考えられる。 

 
図表 11 世帯・個人事業者の資金需要（対前年比） 

 第一次産業（農林水産漁業） 第二次産業（製造・加工業） 第三次産業（サービス業） 

  増加 不変 減少 増加 不変 減少 増加 不変 減少 

北部内陸・山間地域 57.1% 42.9% 0.0% 63.6% 36.4% 0.0% 35.7% 64.3% 0.0% 

紅河デルタ 63.6% 36.4% 0.0% 23.1% 76.9% 0.0% 63.6% 36.4% 0.0% 

北中部・中部沿岸地域 69.2% 15.4% 15.4% 50.0% 50.0% 0.0% 69.2% 15.4% 15.4% 

中部高原 20.0% 80.0% 0.0% 69.2% 15.4% 15.4% 20.0% 80.0% 0.0% 

南東部 50.0% 50.0% 0.0% 20.0% 80.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 

メコン川デルタ 23.1% 76.9% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 23.1% 76.9% 0.0% 

総計 50.0% 46.8% 3.2% 48.4% 48.4% 3.2% 45.2% 51.6% 3.2% 

（出所）アンケート調査結果に基づき筆者作成。  

 
 
 

 
17 NNA(2021a)によれば、2021 年 7 月頃は、ロックダウンを背景に職を失った労働者が都市部の生活をあきら

め、帰郷を選択する例が増加していた。 
18 NNA(2021b) 
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図表 12 中小企業・小規模事業者の資金需要（対前年比） 

 第一次産業（農林水産漁業） 第二次産業（製造・加工業） 第三次産業（サービス業） 

  増加 不変 減少 増加 不変 減少 増加 不変 減少 

北部内陸・山間地域 42.9% 57.1% 0.0% 42.9% 57.1% 0.0% 42.9% 57.1% 0.0% 

紅河デルタ 63.6% 36.4% 0.0% 63.6% 36.4% 0.0% 63.6% 36.4% 0.0% 

北中部・中部沿岸地域 69.2% 15.4% 15.4% 69.2% 15.4% 15.4% 69.2% 15.4% 15.4% 

中部高原 20.0% 80.0% 0.0% 20.0% 80.0% 0.0% 20.0% 80.0% 0.0% 

南東部 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 

メコン川デルタ 23.1% 76.9% 0.0% 23.1% 76.9% 0.0% 23.1% 76.9% 0.0% 

総計 46.8% 50.0% 3.2% 46.8% 50.0% 3.2% 46.8% 50.0% 3.2% 

（出所）アンケート調査結果に基づき筆者作成。  

 
図表 13 資金需要増加の理由 

 第一次産業（農林水産漁業） 第二次産業（製造・加工業） 第三次産業（サービス業） 

  減収の補填 増収 その他 減収の補填 増収 その他 減収の補填 増収 その他 

北部内陸・山間地域 16.7% 83.3% 0.0% 16.7% 83.3% 0.0% 20.0% 80.0% 0.0% 

紅河デルタ 71.4% 28.6% 0.0% 71.4% 28.6% 0.0% 71.4% 28.6% 0.0% 

北中部・中部沿岸地域 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 55.6% 44.4% 0.0% 

中部高原 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 

南東部 66.7% 33.3% 0.0% 66.7% 33.3% 0.0% 66.7% 33.3% 0.0% 

メコン川デルタ 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 

総計 43.3% 56.7% 0.0% 43.3% 56.7% 0.0% 46.4% 53.6% 0.0% 

（出所）アンケート調査結果に基づき筆者作成。  

 
③ 破産・不良債権の状況 

アンケート調査の最後の設問として、破産・不良債権の発生見込みについて、回答を求め

た。その結果、全体として偏りなく、破産・不良債権が、増加、不変、減少するとの回答が得

られた（図表 14 及び 15）。この背景としては、景況感で得られた回答のとおり、景気は回復

傾向にこそあるものの、ワクチン接種の遅れや 2021 年 4 月頃からの感染者数の増加等、コロ

ナ禍の長期化の不安が拭えない状況にあったことが考えられる。南東部では、破産・不良債

権が今後増加するとした割合が高かったが、これは南東部に属するホーチミンでは、アンケ

ート調査の回答時期である７月９日から社会隔離措置が取られており 19、南東部ではコロナ

禍の影響が長期化するとの見通しが広がっていたことが要因と考えられる。 

 

 
 
 
 
 
 

 
19 JETRO(2021b) 
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図表 14 世帯・個人事業者の破産・不良債権の状況（対前年比） 

 第一次産業（農林水産漁業） 第二次産業（製造・加工業） 第三次産業（サービス業） 

  増加 不変 減少 増加 不変 減少 増加 不変 減少 

北部内陸・山間地域 21.4% 28.6% 50.0% 21.4% 28.6% 50.0% 21.4% 28.6% 50.0% 

紅河デルタ 36.4% 36.4% 27.3% 36.4% 36.4% 27.3% 36.4% 36.4% 27.3% 

北中部・中部沿岸地域 15.4% 53.8% 30.8% 15.4% 53.8% 30.8% 23.1% 53.8% 23.1% 

中部高原 40.0% 20.0% 40.0% 40.0% 20.0% 40.0% 40.0% 20.0% 40.0% 

南東部 50.0% 33.3% 16.7% 50.0% 33.3% 16.7% 50.0% 33.3% 16.7% 

メコン川デルタ 30.8% 38.5% 30.8% 30.8% 38.5% 30.8% 30.8% 38.5% 30.8% 

総計 29.0% 37.1% 33.9% 29.0% 37.1% 33.9% 30.6% 37.1% 32.3% 

（出所）アンケート調査結果に基づき筆者作成。  

 
図表 15 中小企業・小規模事業者の破産・不良債権の状況（対前年比） 

 第一次産業（農林水産漁業） 第二次産業（製造・加工業） 第三次産業（サービス業） 

  増加 不変 減少 増加 不変 減少 増加 不変 減少 

北部内陸・山間地域 21.4% 28.6% 50.0% 21.4% 28.6% 50.0% 21.4% 28.6% 50.0% 

紅河デルタ 36.4% 36.4% 27.3% 45.5% 27.3% 27.3% 36.4% 36.4% 27.3% 

北中部・中部沿岸地域 15.4% 53.8% 30.8% 15.4% 53.8% 30.8% 15.4% 61.5% 23.1% 

中部高原 40.0% 20.0% 40.0% 40.0% 20.0% 40.0% 40.0% 20.0% 40.0% 

南東部 50.0% 33.3% 16.7% 50.0% 33.3% 16.7% 50.0% 33.3% 16.7% 

メコン川デルタ 30.8% 38.5% 30.8% 30.8% 38.5% 30.8% 30.8% 38.5% 30.8% 

総計 29.0% 37.1% 33.9% 30.6% 35.5% 33.9% 29.0% 38.7% 32.3% 

（出所）アンケート調査結果に基づき筆者作成。  

 

（3）小括  

アンケート調査結果を概観すると、紅河デルタ及び南東部といった都市部が、メコン川デル

タ地域等の農村部に比べて、コロナ禍の影響を大きく受けている様子が見られた。この結果か

ら、前節でみたベトナム国内の所得格差において、2020 年にベトナム全体の所得格差が小さく

なった要因は、都市部の高所得者層の所得が減少し、農村部との所得格差が一時的に縮小され

たためではないかとの推測が得られる。 

本稿の最後に、VBSP をはじめとした東南アジアの政策金融機関に向けて財務総研が行ってき

た技術支援の取組みを紹介する。 

（1）財務総研による中小企業金融支援 

  財務総研は、日本政策金融公庫（以下、日本公庫）の協力の下、ベトナム、マレーシア、ラオ

ス及びミャンマーの 4 カ国の政策金融機関に対し、中小企業向け融資審査能力の向上を目的と

した技術支援を実施してきた（図表 16）。過去の支援では、セミナーの実施に加え、支援対象先

のニーズを踏まえた融資審査フォーマットやマニュアルの作成を支援し、融資審査プロセスの

改善等を実現してきた。 

 

４． 財務総研の中小企業金融支援の取組み 
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図表 16 財務総研と日本政策金融公庫の中小企業金融支援の実績 

期間

（年）  

対象国  対象機関  主な支援成果 

2003-

2011 

ベトナム  ベトナム社会政策銀行

（VBSP）  

・新融資審査フォーマット・マニュアルの作成 

・研修スタッフの育成  

2008-

2011 

マレーシア マレーシア中小企業銀行 ・新融資審査フォーマットの作成 

・融資審査プロセスの改善 

2011-

2017 

ラオス  ラオス開発銀行 ・新融資審査フォーマット・マニュアルの導入 

・職員の融資審査能力の向上 

2015- 20 ミャンマー ミャンマー経済銀行 ・職員の融資審査能力の向上 

（出所）日本政策金融公庫（2019）に基づき筆者作成。 

 
（2）オンライン意見交換会 

2021 年 6 月、財務総研は、日本公庫及び VBSP とオンラインによる意見交換会を実施し、両

国における MSME の現況と、コロナ禍における MSME に対する金融支援施策等について、意

見交換を行った。同行からは、「ベトナムでは支援開始当初に比べ、企業の記帳慣行が根付き、

財務諸表の数値を使う融資審査フォーマットの活用が増えている」といった過去の支援が今で

も成果を生んでいることがわかるようなコメントがあった。他方で、「コロナ禍の影響を大きく

受け、返済が困難な債務者に対してどう対応しているか？」のようなコロナ禍での政策金融機

関としての在り方に関する質問があった。ベトナムは、早急な水際対策やロックダウン等の感

染防止対策を実施し、他国に比べ、感染拡大を抑え込めていた一方で、経済活動の一時的な停

止により、企業の資金繰りは大きな影響を受けていたと考えられる。本稿の執筆時においても、

新型コロナウイルス感染症の発生状況や政府の対応は変化しており、感染症がベトナム経済に

どのような影響を与えているかについては継続的に注視する必要があるだろう。  

 

５．おわりに 

本稿では、近年のベトナム経済が、FDI や足元の新型コロナウイルス感染症の流行によってど

のように影響を受けているのかを、地域ごとの経済状況や所得格差の観点から論じた。前半では、

ベトナム経済が輸出依存度の高い経済であることに着目し、輸出を支える FDI の状況から、ベト

ナムの地域経済への影響を概観した。その上で、後半では、コロナ禍がベトナムの各地域に与え

た影響を VBSP の行員に実施したアンケート調査を基に、景況感の変化、企業の資金需要、破産・

不良債権化の見込み等から考察した。VBSP行員の協力を得て実施したアンケート調査の結果は、

同国内の全地域の融資業務に従事している行員の意見を集約しており、コロナ禍が同国内に与え

た影響を知ることができる重要な一次情報であると思料する。  

 
20 2021 年 2 月のミャンマー国内でのクーデター以降、足元の情勢を踏まえ、支援を中断中。 
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本稿では、主に FDI による経済発展とコロナ禍による経済への影響の観点からベトナムにおけ

る所得格差を議論し、その結果、2020 年時点では両者が所得の格差の拡大につながっていないと

の予測を得た。他方、所得格差が拡大していないことの要因として、ベトナム政府が取り組む貧

困層への支援がどのように影響しているかといった点についても着目する必要がある。2021 年 12

月現在、ベトナムでは新型コロナウイルス感染症の流行が再拡大しており、本稿で行ったアンケ

ート調査時から経済状況に変化が起こっている可能性がある。高い経済成長から注目を集めてい

るベトナムであるが、継続してその実態を見ていく必要がある。 
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Questionnaire for VBSP 
 
1. Business sentiment 
(1) In the Agricultural, forestry and aqua-culture sector, how does the current business 

sentiment change compared to the previous year (June 2020) ?  
Please check(✔) one of them ((a) ~ (d)). 
1.1 Households and individuals 

(a) Worse (b) No change (c) Recovering 
(d) Recovered to 

 pre pandemic levels 

 
1.2. Enterprises, MSMEs, cooperatives 

(a) Worse (b) No change (c) Recovering 
(d) Recovered to 

 pre pandemic levels 

 
(2) In the Industry, processing and manufacturing sector, how does the current business 

sentiment change compared to the previous year (June 2020) ?  
Please check(✔) one of them ((a) ~ (d)). 
2.1 Households and individuals 

(a) Worse (b) No change (c) Recovering 
(d) Recovered to 

 pre pandemic levels 

 
2.2. Enterprises, MSMEs, cooperatives 

(a) Worse (b) No change (c) Recovering 
(d) Recovered to 

 pre pandemic levels 
 
(3) In the Commerce and Service sector, how does the current business sentiment change 

compared to the previous year (June 2020) ?  
Please check(✔) one of them ((a) ~ (d)). 
3.1 Households and individuals 

(a) Worse (b) No change (c) Recovering 
(d) Recovered to 

 pre pandemic levels 

 
3.2. Enterprises, MSMEs, cooperatives 

(a) Worse (b) No change (c) Recovering 
(d) Recovered to 

 pre pandemic levels 
 
 

別紙 
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2. Demand for Funds 
(1) In the Agricultural, forestry and aqua-culture sector, how does the demand for funds 

(demand for loans) change compared to the previous year (June 2020) ? 
Please check(✔) one of them ((a) ~ (c)). 
2.1 Households and individuals 

(a) Increasing (b) No change (c) Decreasing 

 
2.2. Enterprises, MSMEs, cooperatives 

(a) Increasing (b) No change (c) Decreasing 

 
・If the answer is Increasing , which of the following is the main demand for funds ? 

Please check(✔) one of them ((a) ~ (d)). 

(a) Funds for compensating  
decreased earnings 

(b) Funds for increasing earnings 
(e.g. new capital investment, 

new employment) 

(c) Other 
（__________________） 

 
・If the answer is Decreasing , please fill in the reason.   

(e.g. ; They have already raised sufficient funds, so they don’t need additional funds.) 
 
 
 
 
 
 
(2) In the Industry, processing and Manufacturing sector, how does the demand for funds 

(demand for loans) change compared to the previous year (June 2020) ? 
Please check(✔) one of them ((a) ~ (c)). 

2.1 Households and individuals 

(a) Increasing (b) No change (c) Decreasing 

 
2.2. Enterprises, MSMEs, cooperatives 

(a) Increasing (b) No change (c) Decreasing 
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・If the answer is Increasing , which of the following is the main demand for funds ? 
Please check(✔) one of them ((a) ~ (d)). 

(a) Funds for compensating  
decreased earnings 

(b) Funds for increasing earnings 
(e.g. new capital investment, 

new employment) 

(c) Other 
（__________________） 

 
・If the answer is Decreasing , please fill in the reason.  

(e.g. ; They have already raised sufficient funds, so they don’t need additional funds.) 
 
 
 
 
 
(3) In the Commerce and Service sector, how does the demand for funds (demand for loans) 

change compared to the previous year (June 2020). 
Please check(✔) one of them ((a) ~ (c)). 
3.1 Households and individuals 

(a) Increasing (b) No change (c) Decreasing 

 
3.2. Enterprises, MSMEs, cooperatives 

(a) Increasing (b) No change (c) Decreasing 

 
・If the answer is Increasing , which of the following is the main demand for funds ? 

Please check(✔) one of them ((a) ~ (d)). 

(a) Funds for compensating  
decreased earnings 

(b) Funds for increasing earnings 
(e.g. new capital investment, 

new employment) 

(c) Other 
（__________________） 

 
・If the answer is Decreasing , please fill in the reason.   

(e.g. ; They have already raised sufficient funds, so they don’t need additional funds.) 
 
 
 

 

 



 
 

 
 財務総研リサーチ・ペーパー 2021 年 5 月 23 日（No.22-RP-01）         p. 17 

 

3. Business bankruptcy and Non-Performing-Loan 
(1) In the Agricultural, forestry and aqua-culture sector, how does the number of business 

bankruptcy and Non-Performing-Loan change compared to previous year (June 2020) ? 
Please check(✔) one of them ((a) ~ (c)). 
3.1 Households and individuals 

(a) Increasing (b) No change. (c) Decreasing 

 
3.2. Enterprises, MSMEs, cooperatives 

(a) Increasing (b) No change. (c) Decreasing 

 
・Please fill in the reason of the answer (1) 

(e.g. ; (No change.) This is because COVID-19 has not been affecting on the comsumption  
of crops.) 

 
 
 
 
 
 
(2) In the Industry, processing and Manufacturing sector, how does the number of business 

bankruptcy and Non-Performing-Loan change compared to previous year (June 2020) ? 
Please check(✔) one of them ((a) ~ (c)). 
2.1 Households and individuals 

(a) Increasing (b) No change (c) Decreasing 

 
2.2. Enterprises, MSMEs, cooperatives 

(a) Increasing (b) No change. (c) Decreasing 
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・Please fill in the reason of the answer (2).  

(e.g. ; (Decreasing.) Exports are strong, and the manufacturing sector has been 
booming.) 
 
 
 
 
 
(3) In the Commerce and Service sector, how does the number of business bankruptcy and 

Non-Performing-Loan change compared to previous year (June 2020) ? 
Please check(✔) one of them ((a) ~ (c)). 

3.1 Households and individuals 

(a) Increasing (b) No change (c) Decreasing 

 
3.2. Enterprises, MSMEs, cooperatives 

(a) Increasing (b) No change. (c) Decreasing 

 
・Please fill in the reason of the answer (3).  

(e.g. ; (Increasing.) The number of tourists are declining, and the service sector has been  
experiencing a recession.) 

 
 
 
 
 
 

Thank you for your cooperation. 
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